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 これまでの経験から
 財政の現状
 税務行政の現状

1 確定申告等の状況
2 税務手続の電子化
3 インボイス制度

 税務行政のDX（デジタル・トランスフォーメーション）

 酒類行政の振興
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税務行政の将来像2.0＊

システム高度化と人材育成 内部事務の集約処理 関係機関との連携・協調

重点課題への
的確な取組

租税回避への対応

消費税不正還付
等への対応

大口・悪質事案
への対応

課税・徴収の効率化・高度化

申告内容の自動チェック

AI・データ分析の活用

Web会議システム等の活用

（インテリジェント）
納税者の利便性の向上

申告・申請等の簡便化

自己情報のオンライン確認

チャットボットの充実等

（スムーズ・スピーディ）

税務手続の
抜本的な
デジタル化

あらゆる税務手続
が税務署に行かず
にできる社会

ICT社会への
的確な対応

デジタルを活用した、国税に関する手続や業務の在り方の抜本的な見直し

プッシュ型の情報配信

照会等のオンライン化

富裕層に対する
適正課税の確保

税務行政のデジタル・トランスフォーメーション

利用者目線の徹底 万全なセキュリティの確保 業務改革（BPR)の徹底

（インフラ整備）

（基本的な指針）

※平成29年に公表した「税務行政の将来像」について、経済社会の変化やデジタル技術の進展等を踏まえ、アップデートしたもの。

税務行政のデジタル・トランスフォーメーション



税務署に行く理由
（主なもの）

確定申告
（納付・還付）

申請・届出

税務署に行かなくてもできるようにするために実現を目指す仕組み

相談

• 必要なデータを自動反映
• 納付、還付は登録済口座を利用

マイナポータルや
e-Taxのアカウント画面で
特例適用や納税の状況を確認

＊ 質問内容を入力するとAIを活用して自動で回答を表示するサービス

• 手続自体の要否を見直し
• 入力項目は最少限に

数回のクリック・
タップで完了

登録済口座 その他
（振込先）

上記内容を確認の上、申告

還付金は
3,000円です。

（あなたの所得）
給与 2,400,000円
年金 600,000円

（所得控除）
生命保険料 120,000円

もっと見る

特例適用状況
の確認

納税証明書
の入手

あなたの情
報

所得税等に関する事項

所得税申告区分 青色

〇〇特例 適用なし

〇〇特例の適用を届け出る
納税の状況（〇月〇日時点）

未納税額はありません

納税状況データのダウンロード

税務相談
チャットボット

土地を売った

土地や建物を売
却した場合は、
確定申告が必要
となる場合があ
ります。具体的
には、…
（入力欄）

申告・申請等の簡便化

自己情報のオンライン確認

チャットボット＊の充実等

プッシュ型の情報配信
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あらゆる税務手続が税務署に行かずにできる社会



データのマッチングデータのマッチング リスクの分析リスクの分析 分析結果の活用分析結果の活用

（納税者ごとに各種情報を組合せ）

甲社 乙社

代表者
Ａ氏

代表者
Ｂ氏

高リスク

！

高リスク対象を抽出 Ｃ氏

（外国）【データ活用担当者】
ＢＡツール等を用いた分析

ロジスティック回帰分析、決定木分析、
クラスター分析、ネットワーク分析等

（隠れた関係を検知）

〇 申告内容や調査事績、資料等の情報のほか、民間情報機関や外国政府から入手する情報など、膨大な情
報リソースを、BAツール※等を用いて加工・分析を行い、有機的なつながりやデータ間の関連性を把握することに
より、高リスク対象を抽出。

申告・決算情報

etc.

資料情報

外国税務当局
からの情報
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課税・徴収の効率化・高度化

※BA（Business Analytics）ツール︓統計学や機械学習等の技術を用いてデータ分析を行うツール

滞納者の情報等により、接触効率が高いと
予測される日時（曜日・時間帯等）を抽出
条件としたコールリストの自動作成を可能とす
るシステムの構築
（令和４（2022）年４月開始）

C社の応答予測
B社の応答予測

滞納
情報

架電
履歴

分析用
データベース

統計分析
ツール
（AI)

A社の応答予測

月 火 ・・・

午前 90％ 10％ ・・・

午後 30％ 70％ ・・・
応答予測モデル
過去の架電履歴等から、滞納者の情報等に応じて、
いつ応答するかを確率で予測

滞納者
情報

〇 滞納者の情報（規模・業種等）や過去の架電履歴等を分析して応答予測モデルを構築。応答予測に基づき作
成した効果的なコールリストにより、接触効率の向上を図ることで電話催告事務を効率化・高度化。
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国際的な課税・徴収逃れへの対応①

② 情報提供

③ 共助要請

⑤ 送金

事例１︓海外預金の申告漏れの把握

（日本）

（外国税務当局との連携・協調による課税・徴収の事例）

事例２︓徴収共助による滞納国税の徴収

納税者A（相続人）

① 納税者Aは、国内の財産のほか、海外（X国）の
預金（被相続人名義）も相続。

② Aは、相続税申告において国内財産のみ計上。
③ X国税務当局から国税庁（日本）に預金情報

（CRS情報）を提供。
④ 税務調査により、申告漏れを是正。

国内財産 海外預金① 相続

国税庁
（国税局・税務署）

X国税務当局
② 国内財産

のみ申告
④ 税務調査

・是正
③ 預金情報

の提供

（X国）

① 納税者Bは、国税を滞納しているが、国内には
十分な財産を保有していない。

② 国税庁は、Y国税務当局からの情報提供により、
BがY国に財産を保有していることを把握。

③ 国税庁からY国税務当局に共助要請。
④ Y国税務当局はY国内の財産を差押え・換価。
⑤ 日本への送金により、滞納国税の全額を徴収。

（日本）

納税者B（滞納者）

国税庁
（国税局・税務署）

① 滞納

（Y国）

Bの所有財産

Y国
税務当局

④ 差押え・換価
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国際的な課税・徴収逃れへの対応②

各国税務当局が、自国に所在する金融機関等から、非居住者が保有する金融口座に関する
情報の報告を受け、その非居住者の居住地国の税務当局に対して提供するもの。租税条約等
の情報交換規定に基づき、国際基準であるCRS（Common Reporting Standard）に従って
実施される。

（CRSによる情報交換の対象国及び情報授受件数）
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消費税還付申告に関する国税当局の対応

〜消費税の適正課税の確保のため、十分な審査と調査を実施〜

消費税は、税収の面で主要な税目の一つであり、国民の関心も
極めて高いことから、一層の適正な執行に努めています。

特に、虚偽の申告により不正に還付金を得ようとするケースに
ついては、調査などを通じて還付原因となる事実関係を確認し、
不正還付防止に努めています。

また、輸出物品販売場制度を悪用して、不正に消費税免税物品
の売買等を行った者への対応については、税関当局とも連携し、
厳正な課税処理に努めています。

◎消費税の調査事例
● 高額な固定資産の購入を装い架空の課税仕入れを計上していた事実を把握
● 輸出物品販売場で消費税免税物品を大量に購入していたが、購入した物品を国外

に輸出せず、不正に消費税の免税を受けていた事実を把握



財務
諸表

地方自治体

引き続き、他省庁と連携・協調し、ワンスオンリー（一度提出した情報は、二度提出する
ことは不要とする）やワンストップの実現に向けて取り組むとともに、法人会をはじめとす
る関係民間団体と連携・協調し、適正納税の確保に向けた取組を推進していきます。

（これまでの取組の例）

国・地方のデータ連携によるワンスオンリー化（添付書類削減）
これまで国（税務署）と地方の双方に提出が必要であった法人の財務諸表について、国に電子提

出した場合は、地方への提出は不要となりました。【令和２年４月以後終了の事業年度分〜】

税務署

法人

＜改正前＞
法人税申告

法人事業税申告
地方自治体

税務署

法人

＜改正後＞
財務
諸表

法人税申告
（電子申告の場合）

法人事業税申告

提出不要 データ連携

関係民間団体との連携・協調
法人会をはじめとする関係民間団体の皆様には、電子申告の推進に向けた取組
や租税教室の開催など、税務行政に対して多大なるご協力をいただいています。
＜関係民間団体による取組の例（主なもの）＞
・ 電子申告の推進に向けた周知・広報 ・ マイナンバーカードの取得・促進に向けた周知・広報
・ 小中学校等における租税教室の開催
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財務
諸表
財務
諸表

関係機関（地方・関係民間団体等）との連携・協調
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岡山東・岡山西法人会の取組

租税教室

税に関する絵はがきコンクール
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広島南法人会の取組
公益社団法人10周年を記念したラッピング電車

e-Tax・スマホから確定申告を表示し、年明けから
始まる確定申告へ向けて自宅からネットを利用して
の申告手続を呼びかけ。（令和３年12月１日〜令和４年１月31日）

公
益
社
団
法
人
１
０
周
年
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左上段は全国

国税庁では、国の基本となる租税の意義や役割が正しく理解され、学校教育の中
で租税教育の充実が図られるよう、環境整備や支援を行っています。

租税教育推進協議会（国税局・税務署・地方公共団体・教育関係者などで構成）
を中心に、法人会をはじめとする関係民間団体や税理士会等からの幅広い協力を得
て、学校からの要請に基づく租税教室等への講師派遣などを行っています。

租税教室への講師派遣状況（広島国税局管内）

令和元年度 令和２年度 令和３年度
8,770人 5,359人 7,155人

628人 481人 428人
35,297人 17,482人 25,534人

2,891人 1,990人 2,328人

法人会 1,042人 786人 935人

職員

職員以外

区分
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 これまでの経験から
 財政の現状
 税務行政の現状

1 確定申告等の状況
2 税務手続の電子化
3 インボイス制度

 税務行政のDX（デジタル・トランスフォーメーション）

 酒類行政の振興



最近の日本酒類の輸出動向

要
件
（
換
価
の
猶
予
）
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令和５年度予算概算要求（酒類業振興関係）の概要
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ユネスコ無形文化遺産登録に向けた取組

（参考）今後のスケジュール
令和４年３月末まで ︓ユネスコ事務局に提案書を提出
令和６年11月頃 ︓政府間委員会において審議見込み
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日本産酒類輸出促進コンソーシアムへの取組①
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日本産酒類輸出促進コンソーシアムへの取組②

要
件
（
換
価
の
猶
予
）

日本産酒類輸出促進コンソーシアム（SAKE-CONSO）は、国税庁及び関係機関を運営主体とする
コンソーシアム（共同事業体）です。酒類製造業者と卸売業者のマッチング支援を行うほか、輸出に
関する情報提供や、専門家による個別相談など、様々な支援メニューを提供します。



新試験区分の開始（理工・デジタル系）
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詳細は
こちら

⇒


